
長岡京市地域密着型サービス拠点等整備補助金交付要綱  

（目的） 

第１条 この要綱は、長岡京市地域介護・福祉空間整備計画（以下「整備計画」とい          

う。）に基づき地域密着型サービス拠点等の施設を整備する民間事業者等に対し、入

所する要介護者等が出来る限り在宅に近い居住空間の中で生活が営めるよう当該施

設の整備に要する経費について、予算の範囲内において、長岡京市地域密着型サー

ビス拠点等整備補助金（以下「補助金」という。）を交付するものとし、その交付に

関しては、長岡京市補助金等交付規則（昭和５７年長岡京市規則第８号）に定める

もののほか、この要綱の定めるところによる。 

（補助対象者） 

第２条 補助金の交付の対象となる事業者は、整備計画に基づき、市長が選考するも

のとする。 

（補助対象事業及び補助金の額） 

第３条 補助金の交付対象となる事業及び対象施設並びに補助対象事業に対して交付

する補助金の額を算出する場合の基準額、対象経費及び補助率は、国の地域介護・

福祉空間整備等施設整備交付金交付要綱及び京都府地域密着型サービス等整備等助

成事業補助金交付要綱に定めるとおりとする。 

（交付の申請） 

第４条 補助事業を実施する者（以下「補助事業者」という。)は、長岡京市地域密着           

型サービス拠点等整備補助金交付申請書（別記様式第１号）に次に掲げる書類を添

付して、市長に提出しなければならない。 

⑴ 事業計画書及び収支予算書 

⑵ 工程表（施設整備に限る。） 

⑶ 工事請負契約書等の写し（建築確認申請中にあっては建築確認申請書の写し） 

⑷ 建築確認通知書の写し及び設計図書（施設整備に限る。） 

⑸ 土地登記簿謄本（施設整備に限る。） 

⑹ 賃貸借契約書等の写し（借地で施設整備の場合に限る。） 

⑺ 対象事業者の前年度事業の実績を記した書類（事業報告書、収支決算書等） 

⑻  その他関係書類 

（交付の決定） 

第５条 市長は、前条に規定する交付申請書を受理したときは、当該申請書に係る補

助金交付の適否を審査し、必要と認めたときは、長岡京市地域密着型サービス拠点

等整備補助金交付決定通知書（別記様式第２号）により当該申請者に通知するもの

とする。 

２ 市長は、前項の交付決定に当たっては、補助金の交付の目的を達成するため、次



に掲げる条件を付すものとする。 

 ⑴ 補助対象事業の内容を変更（軽微な変更を除く。）する場合には、市長の承諾を    

受けなければならない。 

 ⑵  補助対象事業を中止し、又は廃止（一部の中止又は廃止を含む)する場合には、

市長の承認を受けなければならない。 

 ⑶  補助対象事業が予定の期間内に完了しない場合又は補助対象事業の遂行が困難

になった場合には、速やかに市長に報告してその指示を受けなければならない。 

⑷  先進的事業等の補助事業により取得し、又は効用の増加した不動産及びその従

物並びに補助事業により取得し、又は効用の増加した価格が単価５０万円以上の

機械及び器具（整備助成事業の補助事業により取得し、又は効用の増加した不動産

及びその従物並びに補助事業により取得し、又は効用の増加した価格が単価３０

万円以上の機械及び器具）については、補助金に係る予算の執行の適正化に関す

る法律施行令（昭和 30 年政令第 255 号)第１４条第１項第２号の規定により厚生

労働大臣が別に定める期間が経過するまで（整備助成事業の場合は減価償却資産の

耐用年数等に関する省令（昭和 40 年大蔵省令第 15 号)で定めている耐用年数を経

過するまで）、市長の承認を受けないでこの補助金の交付の目的に反して使用し、

譲渡し、交換し、貸し付け、担保に供し、取壊し、又は廃棄してはならない。 

  ⑸  市長の承認を受けて財産を処分することにより収入があった場合には、その収

入の全部又は一部を市に納付させることがある。 

⑹ 補助対象事業により取得し、又は効用の増加した財産については、補助対象事

業の完了後においても善良な管理者の注意をもって管理するとともに、その効率

的な運用を図らなければならない。 

⑺  補助対象事業完了後に消費税及び地方消費税の申告によりこの補助金に係る消

費税及び地方消費税に係る仕入控除税額が確定した場合は、別記様式第５号に準

じて速やかに市長に報告しなければならない。なお、補助対象事業者が全国的に

事業を展開する組織の一支部（又は一支社、一支所等）であって、自ら消費税及

び地方消費税の申告を行わず、本部（又は本社、本所等）で消費税及び地方消費

税の申告を行っている場合は、本部の課税売上割合等の申告内容に基づき報告を

行うこと。また、市長に報告があった場合は、当該仕入控除税額の全部又は一部

を市に納付させることがある。 

⑻  補助事業者は補助対象事業に係る収入及び支出を明らかにした帳簿を備え、当

該収入及び支出について証拠書類を整理し、かつ、当該帳簿及び証拠書類を補助

対象事業の完了の日（事業の中止又は廃止の承認を受けた場合には、その承認を

受けた日)の属する年度の終了後５年間保管しておかなければならない。 

⑼ 補助事業者が補助対象事業を行うために締結する契約の相手方及びその関係者



から、寄付金等の資金提供を受けてはならない。ただし、共同募金会に対してな

された指定寄付金を除く。 

⑽ 補助対象事業を行うために建設工事の完成を目的として締結するいかなる契約

においても、契約の相手方が当該工事を一括して第三者に請け負わせることを承

諾してはならない。 

⑾ 補助事業者が補助事業を行うために締結する契約については、一般競争入札に

付するなど、市が行う契約手続の取扱いに準拠しなければならない。 

⑿ 補助事業者が第１号から第１１号により付した条件に違反した場合には、この

補助金の交付決定の全部又は一部を取り消し、市に納付させることがある。 

⒀ 整備助成事業による補助金で、賃貸借契約している建築物を改修して認知症高齢

者グループホーム等を創設する場合は、事業の継続性（利用者への援助の継続性）

が十分確保されるものでなければならず、土地・建物ともに長期間にわたる借用

が可能であることの契約書及び財産処分が必要となった場合には市長の承認を受

けるとともに補助金の返還等の指示に従うことの誓約書を提出すること。（ただし、

事業運営主体が社会福祉法人である場合は除く。） 

⒁ 補助金をもってスプリンクラー設置を行う既存施設のうち、別法人等が所有者

である場合には、賃貸借契約の残り期間が１０年以上あること。 

⒂ 第４号により付した条件に基づき、市長が承認又は指示する場合には、あらか

じめ地方厚生（支)局長（市町村補助対象事業等に係るものは京都府知事)の承認

又は指示を受けるものとする。 

⒃ 第５号又は第７号により、補助対象事業者から財産処分による収入又は補助金

に係る消費税及び地方消費税に係る仕入控除税額の全部又は一部の納付があった

場合には、その納付額の全部又は一部を地方厚生（支)局又は京都府へ納付するこ

とがある。 

⒄ 第１２号により、補助対象事業者から市へこの補助金の全部又は一部の納付が

あった場合には、その納付額の全部又は一部を地方厚生（支)局又は京都府へ納付

することがある。 

⒅ この補助金に係る補助金の交付と対象経費を重複して、他の補助金等の交付を

受けてはならない。 

⒆ 事業が適正に行われることを期するため、必要があるときは、市長が事業の実

施状況の報告を求め、又は実地調査を行うことがあること。 

⒇ その他市長が必要と認めること。 

（事業の遂行） 

第６条 補助事業者は、補助金等の交付の目的及びこれに付された条件、その他この

要綱に従って補助金等を使用し、他の目的に使用してはならない。 



（事業計画の変更及び承認） 

第７条 補助事業者が、事業計画の変更をしようとするときは、長岡京市地域密着型

サービス拠点等整備補助金事業変更承認申請書（別記様式第３号）を市長に提出し

て、その承認を得なければならない。 

２ 市長は、前項の規定による申請書を受理したときは、内容等を検討のうえ承認し

た場合には、長岡京市地域密着型サービス拠点等整備補助金事業変更承認書（別記

様式第４号）により通知するものとする。 

（事業終了報告） 

第８条 補助事業者は、事業の完了後、長岡京市地域密着型サービス拠点等整備補助

金事業終了報告書（別記様式第５号）に掲げる書類を添付して、１０日以内に市長

に提出しなければならない。 

⑴ 事業実績報告書 

⑵ 補助事業が完了した施設の竣工写真又は設備の写真 

 ⑶ 収支決算書 

 ⑷ その他市長が特に必要と認める書類 

（確定通知） 

第９条 市長は、前条に規定する事業終了報告書を受理した場合において、当該報告

に係る書類の審査及び必要に応じて行う実地調査等により、その補助事業の成果が

補助金等の交付決定の内容及びこれに付した条件に適合すると認めたときは、交付

すべき補助金の額を確定し、長岡京市地域密着型サービス拠点等整備補助金確定通

知書（別記様式第６号）により、当該補助事業者に通知するものとする。 

（請求及び交付） 

第１０条 前条の規定による確定通知を受けた補助事業者は、長岡京市地域密着型サ

ービス拠点等整備補助金交付請求書（別記様式第７号）を市長に提出するものとす

る。 

２ 市長は、前項の規定により請求を受けた場合には、当該補助事業者に対し、補助

金を交付するものとする。 

 （是正措置） 

第１１条 市長は、補助事業の完了後、事業終了報告書を受けた場合において、その

報告にかかる補助事業の成果が補助金等の交付要件等に適合させるための措置をと

るべきことを、当該補助事業者に対して命ずることができる。 

２ 第５条の規定は、前項の規定による命令に従って行う補助事業について準用する。 

 （交付取消等） 

第１２条 補助事業者が次の各号のいずれかに該当する場合には、市長は、補助金等

の交付決定又は確定を取り消し、又は変更することができる。 



⑴ 本要綱に違反したとき。 

⑵ 補助金等を目的外に使用したとき、不当に使用したと認められるとき、又は使

用しなかったとき。 

⑶ 補助金等の交付に付した条件に違反したとき。 

⑷ 補助金等の経理状況が不適正と認められるとき。 

⑸ 事業の実施方法が、補助金等の交付の趣旨にそわないと認められるとき。 

（補助金の返還） 

第１３条 市長は、前条の規定により補助金の取消等を行った場合において、すでに

補助金が交付されているときは、期限を定めてその返還を命ずることができる。 

（延滞金） 

第１４条 市長は、前条の場合において、補助金の返還が納期限までに納付されなか

ったときは、当該補助事業者に対し、長岡京市補助金等交付規則第１５条の規定を

適用するものとする。 

（財産処分の制限等） 

第１５条 補助事業者は、補助事業により取得し、又は効用の増加した財産で、次に

掲げるものを市長の承認を受けないで、補助金等の交付の目的に反して使用し、譲

渡し、交換し、貸し付け、又は担保に供してはならない。ただし、市長が定める期

間を経過した後はその限りでない。 

⑴ 不動産及びその従物 

⑵ その他市長の定めるもの 

（関係書類の保存） 

第１６条 補助金の交付を受けた対象事業者は、この補助金と事業に係る予算及び決

算との関係を明らかにした関係書類等（これらの作成又は保存に代えて電磁的記録

の作成又は保存がされている場合は、当該電磁的記録）を事業完了後５年間保管し

ておかなければならない。 

（その他） 

第１７条 この要綱に定めるもののほか必要な事項は、別に定める。 

附 則 

この要綱は、平成２２年２月２日から施行し、平成２１年度分から適用する。 

この要綱は、平成２３年４月１日から施行し、平成２３年度分から適用する。 

この要綱は、平成２４年４月１日から施行し、平成２４年度分から適用する。 

この要綱は、平成２５年４月１日から施行し、平成２５年度分から適用する。 

この要綱は、平成２６年４月１日から施行し、平成２６年度分から適用する。 

この要綱は、平成２９年７年１日から施行し、改正後の長岡京市地域密着型サービ

ス拠点等整備補助金交付要綱の規定は、平成２９年度分から適用する。 



この要綱は、令和２年６年１日から施行し、改正後の長岡京市地域密着型サービス

拠点等整備補助金交付要綱の規定は、令和２年度分から適用する。 

 この要綱は、令和２年１２月１日から施行し、改正後の長岡京市地域密着型サービ

ス拠点等整備補助金交付要綱の規定は、令和２年度分から適用する。 

この要綱は、令和３年４月１日から施行し、令和３年度分から適用する。



別記様式第１号（第４条関係) 

年  月  日 

（あて先)長岡京市長         

  

                 法人所在地 

                 法人名                 

                 代表者名                

 

 

 

年度長岡京市地域密着型サービス拠点等整備補助金交付申請書 

 

 長岡京市地域密着型サービス拠点等整備補助金を受けたいので、長岡京市地域密着

型サービス拠点等整備補助金交付要綱第４条の規定に基づき、下記のとおり交付して

くださるよう関係書類を添えて申請します。 

 

記 

 

１ 申請額        金            円 

 

（添付書類) 

(1)  事業計画書及び収支予算書 

(2)  工程表（施設整備に限る。） 

(3)  工事請負契約書の写し（施設整備に限る。） 

(4)  建築確認通知書（建築確認申請書）の写し及び設計図書（施設整備に限る。） 

(5)  土地登記簿謄本（施設整備に限る。） 

(6)  賃貸借契約書の写し（借地で施設整備の場合に限る。) 

(7)  対象事業者の前年度事業の実績を記した書類（事業報告書、収支決算書等) 

(8)  その他関係書類 

 

 

 

 

 

 



別記様式第２号（第５条関係) 

第   号 

  年   月   日 

 

              様 

 

長岡京市長   

 

 

年度長岡京市地域密着型サービス拠点等整備補助金交付決定通知書 

 

   年  月  日付けで申請の長岡京市地域密着型サービス拠点等整備補助金に

ついては、長岡京市地域密着型サービス拠点等整備補助金交付要綱第５条の規定によ

り、下記のとおり補助金の交付額を決定したので通知します。 

 

記 

 

１ 補助事業区分   

 

２ 補助見込額   金  円 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



別記様式第３号（第７条関係) 

年  月  日 

（あて先)長岡京市長         

  

                  法人所在地 

                  法人名              

                  代表者名             

 

年度長岡京市地域密着型サービス拠点等整備補助金事業変更承認申請書 

 

    年  月  日付けで長岡京市地域密着型サービス拠点等整備補助金の交付

決定を受けました事業計画において変更が生じましたので、長岡京市地域密着型サー

ビス拠点等整備補助金交付要綱第７条第１項の規定に基づき、下記のとおり申請しま

す。 

記 

１ 補助事業区分 

２ 申請および決定年月日 

   申請    年  月  日 

   決定    年  月  日 

３ 変更内容 

    区分 変更前 変更後 

事業内容 

 

事業項目 金額 事業項目 金額 

    

    

    

 計     

財 源 内

訳 

市 補 助

金 

  

自 己 資

金 

  

その他   

その他参考事項   

４ 変更理由 

５ 添付書類 （工事請負変更契約書の写し等その他市長が特に必要と認める書類) 



別記様式第４号（第７条関係) 

 第  号 

年  月  日 

 

法人名 

 

代表者氏名              様 

 

長岡京市長         

 

 

年度長岡京市地域密着型サービス拠点等整備補助金事業変更承認書 

 

    年  月  日付けで申請のありました事業計画変更申請について、長岡京

市地域密着型サービス拠点等整備補助金交付要綱第７条第２項の規定に基づき、承認

しましたので通知します。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



別記様式第５号（第８条関係) 

   年   月   日 

 

 

（あて先)長岡京市長 

 

 

法人所在地                  

法 人 名                  

    代 表 者 名                  

 

 

 

年度長岡京市地域密着型サービス拠点等整備補助金事業終了報告書 

 

 長岡京市地域密着型サービス拠点等整備補助金交付要綱第８条に基づき、次の事業

が完了したので、別紙関係書類を添えて報告します。 

 

記 

 

１ 補助事業区分   

２ 完了年月日         年   月   日 

３ 添付書類 

(1) 事業実績報告書 

(2) 補助事業が完了した施設の竣工写真又は設備の写真 

(3) 収支決算書 

(4) その他市長が特に必要と認める書類 

 

 

 

 

 

 

 



別記様式第６号（第９条関係) 

第   号 

   年  月  日 

 

法 人 名  

代表者氏名           様 

 

                            長岡京市長   

 

 

年度長岡京市地域密着型サービス拠点等整備補助金確定通知書 

 

     年 月  日付け  第   号で交付決定した長岡京市地域密着型サー

ビス拠点等整備補助金について、額を確定したので、下記のとおり通知します。 

 

記 

 

１ 事業名称   

 

２ 運営法人   

 

３ 補助金額  金             円 

 

４ 条件 

（１）国・府の地域介護・福祉空間整備等施設整備交付金並びに京都府地域密着型サ

ービス等整備助成事業補助金関係法令及び要綱等を遵守すること。 

（２）長岡京市地域密着型サービス拠点等整備補助金交付要綱を遵守すること。 

 

 

 

 

 

 

 

 



別記様式第７号（第１０条関係) 

 

 

長岡京市地域密着型サービス拠点等整備補助金交付請求書 

 

年   月   日 

 

 

（あて先)長岡京市長         

 

 

                  法人所在地 

                  法 人 名 

                  代表者名              

 

 

 

 

           金                円 

 

ただし、地域密着型サービス拠点等整備補助金として 

 

 

 

 

＊ 振込口座 

 

 金融機関名：                    

 

口座種類：          

 

口座番号：               

 

口座名義人：                    


